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 はじめに

 中央環境審議会の答申（「湖沼環境保全制度の在

り方について」2005年１月）は、湖沼環境保全のた

めには、非特定汚染源対策、自然浄化機能の活用、

特定汚染源対策を総合的な計画にもとづいて展開

し、かつそれを適切に評価しつつ推進することを建

言している。この答申全体をとおして強調されてい

るのは、新たな湖沼水質保全計画の策定・実施・評

価の全過程に住民が参加する体制を整備することで

あるようにみうけられる。そして、この住民参加の

提唱は、湖沼環境保全施策に対する地域住民の理解

と協力を確保するために重要であるという認識にも

とづいているようである。

 この分野にかぎらず、一般に行政過程（政策過

程）への住民参加の必要性はかねてから指摘されて

きたところであるが、一部にそれがたんなる理念と

してのみ掲げられる傾向があることは否定できな

い。そのぶん、同じく住民参加を掲げている上記の

答申は目的意識が明確であるといえる。

 ところで、わが国の行政は「プラン偏重の行政」

であるという指摘があるが、
１）
こころみに「諏訪湖

水質保全計画」をはじめとする行政の諏訪湖環境保

全へのとりくみをうかがってみると、この指摘は

まったく妥当なものであることがわかる。まだ「諏

訪湖水質保全計画」の「策定」および「実施」過程

への住民参加は決して十分ではないが、さきのひそ

みにもならうならば、その体制整備がとくに重要で

あるのは、「評価」の過程にあるといえる。諏訪湖

の環境保全施策に対する住民の理解と協力を確保す

るために住民参加が必要であることはもちろんであ

るが、その「評価」に住民が参加することの意義は

それだけにとどまらない。

１）増島俊之『行政管理の視点』良書普及会、1981年、20～ 26

頁、窪田良男『日本型政策評価としての事務事業評価』日本

評論社、2005年、3～ 6頁参照。

 本稿では、諏訪湖の環境保全において、なぜ住民

参加が必要であるのか、また、なぜ、とくに「評価」

の過程への住民参加が重要であるのかについて行政

学的な観点から考察することとする。

１． 「諏訪湖環境に関する住民意識調査」 の意義

 まず、このたび実施した「諏訪湖環境に関する住

民意識調査」（以下、「本調査」）の意義について考

えてみたい。

 (1) 初の諏訪湖環境に関する住民意識調査

 第一の意義として指摘できるのは、本調査が文字

どおり、諏訪地域に居住する住民が諏訪湖という環

境にどのようにかかわっているか、また、それをど

のようにとらえているか、そしてまた、今後、どの

ようにあってほしいと考えているか等々の住民意識

を、はじめて明らかにした点である。

 たしかに、諏訪地域の６市町村においては、かねてよ

り基本構想・総合計画の改定等を契機に住民意識調査

（アンケート調査）を定期的に実施してきている。また、

長野県においても、定期的に「県政世論調査」を実施し

ており、さらに近年では、これとは別に「県民満足度等

調査」（以下、たんに「県民満足度調査」）も実施してい

る。

 しかし、これらは各自治体の施策・事業ごとに、

その施策・事業全般について住民の評価を表示して

いるものである。質問項目には本調査とのかかわり

がある（水）環境保全、景観等に関するものが設け

られているものもあるが、すくなくとも質問文のう

えでは各自治体の全域にわたる（水）環境等につい

てたずねているにとどまる。諏訪地域の住民の諏訪

湖とのかかわり方のありようを知る質問項目も用意

されていない。２）

２）なお、諏訪市「市民満足度調査」は「諏訪湖、きれいな

水」という項目を設けている。しかし、そこで住民にた

ずねているのは、「環境美化推進事業」（春秋２回の全市

一斉清掃の実施）と「水質浄化対策事業」（環境フェア等
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啓発イベント開催、浄化槽パトロール、油流出事故への

対応、河川浄化実験の実施）についての満足度等にとど

まっている。諏訪市「市民満足度調査」h t t p : / /
www.city.suwa.nagano.jp/

 もっとも、各自治体にとって、とくに諏訪湖に直

接接している諏訪市、岡谷市、下諏訪町にとってさ

え、諏訪湖の環境保全はきわめて重要な行政課題で

はあるとはいえ全施策・事業のひとつでしかない。

ここでは、各自治体が実施している住民意識調査の

なかには、特定の湖沼を対象としたものがないこと

だけ確認できればよいだろう。

 ところで、住民意識あるいは意向を把握する機会

は上記の調査に限られているわけではない。たとえ

ば、2003年２月には諏訪湖浄化のための方策を検

討するために「諏訪湖浄化に関するアンケート調

査」が実施されている。この調査は本調査と同じく

諏訪地域６市町村の住民（500人）を対象に実施さ

れたもので、質問項目のひとつに、当時の諏訪湖の

水質あるいはそれまでの浄化事業を、どのように評

価するか、という趣旨の質問を設けている。３）この

調査は、諏訪湖浄化といっても「湖内湖」設置とい

う事業を新規に企画するにあたって、これに県財源

を費やすべきかどうか、住民の意向を確認するため

に実施されたものであるようである。その意味で、

きわめて限定された目的のために便宜的に実施され

た調査であるといえる。

３）長野県「『湖内湖』設置に関するアンケート結果につい

て」http://www.pref.nagano.jp/xdoboku/suwaken/
suwako/konaiko.htm。なお、このアンケートの質問票に
ある依頼文（「諏訪湖の浄化は、私たちで考えようという

思いでお答えにご協力下さい。」）等は社会調査法から逸

脱している。

 住民意識調査とは別に、委員会形式の組織を発足

し、そこにさまざまなかたちで住民に参加させ住民

の意向を把握し、広く諏訪湖環境保全のための方策

について検討してきた実績もある。近年の事例とし

ては、いま紹介した「湖内湖」設置に関するアン

ケートを実施した「諏訪湖に関する工法検討委員

会」（2001年度設置）が委員会に参加した住民に対

して上記のアンケート結果を提示し、そのうえで住

民の意見を聴取している。また、環境団体や観光業

者等で構成され、長野県の現地機関（諏訪地方事務

所）が事務局をつとめている「諏訪湖懇談会」（2005

年６月発足）はさまざまなイベント、講演会等を精

力的に開催し、そこで一般の参加者（住民等）とも

意見交換をおこなっている。４）

４）諏訪湖懇談会は、2001年に発足した「諏訪湖地域懇談

会」を発展・解消した組織である。このほか、近年、諏

訪湖浄化のために発足した懇談会等の動向については、

沖野外輝夫「沿岸の修復事業」142～158頁、小林虎雄「『汚

濁への挑戦』から下水道の建設へ」120～ 124頁（いずれ

も、信州大学山岳科学総合研究所／沖野外輝夫・花里孝

幸『アオコが消えた諏訪湖』信濃毎日新聞社、2005年所

収）参照。

 しかし、前者は、すでに指摘したように新規事業

の企画（検討）にあたって便宜的に実施されたもの

にすぎない。後者は諏訪湖の環境保全等のための広

聴活動とみなすことができるが、現在のところ、広

聴の結果をどのように施策・事業等に反映させてい

るかは明らかでない。なお、この諏訪湖懇談会は、

諏訪湖浄化や湖面利用のあり方について検討するた

めに発足した組織で、諏訪湖利用者の利害調整ない

しは合意形成を図ることをめざしているようにみう

けられる。現段階では、上記のような啓発活動に重

点をおいているようであるが、それはそのめざすと

ころの下地づくりと位置づけることができる。今

後、湖面利用や浄化にむけた合意形成のために、ど

のような方法を確立していくか注目されるところで

ある。

 (2) 分析できる調査

 第二の意義として指摘できることは、第一に指摘

したことを前提として本調査が「分析できる調査」

としての要件をそなえていることである。あるい

は、「分析としての政策評価」としての機能をはた

す側面をもっていることである。５）

５）大谷信介『これでいいのか市民意識調査』ミネルヴァ

書房、2002年、223～ 226頁、窪田・前掲、11～ 13頁参

照。

 後者については、「現在の諏訪湖の水質について

どのように考えていますか」（Ｑ 13）、「諏訪湖の水

質改善への取組についてどのように考えています

か」（Ｑ 16）という質問への回答が直接、諏訪湖環

境保全施策等への評価となっていることは、いちお

う、うけいれられるであろう。もちろん、アンケー

ト全体の設計には、より洗練しなければならない余

地はあるが、同じ項目で定期的にアンケートを実施

し、時系列に比較分析ができるようにすれば、これ

はこれで施策の効果分析に活用することができる。

 前者については、たとえばＱ 13と他の項目（Ｆ

２「年齢」、Ｑ７「あなたは諏訪湖を１年に何回程

度訪れますか」、Ｑ９「あなたの自宅から諏訪湖ま

での所用時間はどのくらいですか」など）をクロス

させることによって、住民による水質についての評



-25-

諏訪湖環境評価システムの構築についての覚書

価が、どのような要因に左右されているかどうか等

について分析し、それをもとに新たな改善方策を考

案することにつなげることもできる。もっとも、こ

のようなことは、住民意識調査が当然そなえていな

ければならない要件ではある。

 なお、諏訪湖の水質保全については、1987年度以

降、３期 15年間にわたり、湖沼法（湖沼水質保全

特別措置法）にもとづく「湖沼水質保全基本方針」

にしたがって策定する「諏訪湖水質保全計画」が推

進されてきている。６）そして、この計画にもとづい

てさまざまな事業・規制等とともに、継続的な諏訪

湖の水質監視が行われている。７）水質監視は水質保

全のために実施している施策・事業の効果を測定す

るために行われているのであるが、それはこれらの

施策等に対する評価活動であると理解することもで

きる。諏訪湖の水質測定においても、ＣＯＤ（化学

的酸素要求量）、全窒素量、全りん量等が指標に採

用されているが、これらの測定結果（実績）と環境

基準や水質目標との乖離を判定し、それにもとづい

て既存事業を拡大する、あるいは基準・目標達成の

ために調査研究を実施し、新たな対策に着手する

等々、事業等の「実施」を「評価」し、それを後年

度の「企画」にフィードバックさせるサイクル（「評

価」を起点にすれば、「評価」→「企画」→「実施」）

を重ねてきたからであり、現実に上記の３つの指標

のうち全りんの水質目標値・環境基準を達成するな

どの成果をみるにいたっている。

６）この計画策定以前に実施されてきた事業については、小

林・前掲、106～ 118頁参照。

７）諏訪保健所「諏訪湖浄化に関するページ」h t t p : / /
www.pref.nagano.jp/xeisei/suwaho/suwako.htm

２． 長野県 「政策評価システム」 について

 (1) 「政策評価システム」 の体系

 近年、わが国の自治体においては、政策過程にお

ける「評価」の契機を重視し、それぞれなにがしか

の行政活動の評価システムを開発してきている。そ

れらは「行政評価」「政策評価」「事務事業評価」な

どと命名され、名称も、また内容も決して一様では

ないが、この種の制度を行政管理（経営）の重要な

手法として活用しようとしていることは共通してい

る。

 諏訪湖の環境保全にとりくむ長野県および諏訪地

域の自治体（うち５市町）においても、この種の評

価システムはすでに導入され、行政活動の評価は定

着している。このうち長野県では、2001年度に「政

策評価」システムを、またその２年後にはこれとは

別建てで「公共事業評価」システムを導入し、以後、

おそらくはそのつど改善を図りながら、各年度、行

政活動の評価を実施してきている。そして、その評

価結果を同県の公式ホームページ上などで公表して

いる。８）さらに、すでに述べたように、2002年度に

は「県民満足度調査」をはじめて実施しており、そ

の結果を政策評価等に加味している。

８）長野県「長野県の政策評価」http://www.pref.nagano.jp/
kikaku/hyouka/index.htm

 ここで、あらためて長野県の評価システム（2006

年度現在）がどのような体系になっているか、その

概要を確認しておこう。

 このシステムにもとづく行政活動の評価全体は

「政策評価」と呼ばれているようである。それは、ま

ず「公共事業評価」（Ａ）と公共事業をのぞく事務

事業の評価（Ｂ）に区分される。さらに、前者は「事

業評価」（Ａ 1）、「個別箇所評価」（Ａ 2）、「事後評

価」（Ａ 3）に区分される。このうち、「個別箇所評

価」は「新規箇所評価」（Ａ2a）と「継続箇所評価」

（Ａ 2b）に細分されている。

 ホームページ上、「公共事業評価」以外の評価（上

記Ｂ）は「事務事業評価」とも、たんに「事業評価

（公共事業を除く）」とも表記している。また、同じ

ものを「政策評価」とも呼んでいる。おそらく、上

記で記号をつけたすべての区分の評価の全体を「広

義の政策評価」と呼び、その下位体系にあたるＢを

「狭義の政策評価」と位置づけているのであろう

（以下、このＢを「事務事業評価」と呼ぶことにす

る）。

 なお、各評価は事業を担当する部局等が自己評価

（一次評価）を実施し、これを政策評価チームが二

次評価することとしている。また、2003年度には

「施策評価」が実施されている。施策評価は、政策

体系上、「事務事業」と「政策」の中位に位置する

「施策」を対象にしたものある。

 (2) 組織別評価

 一般に、行政活動の評価システムは、①職員の意

識改革、②住民に対するアカウンタビリティ（説明

責任）の向上、③事務事業の見直しを図るために導

入されてきた。長野県の評価制度は、このいずれに

重点をおいたシステムであるかは明らかではない。

むしろ、これらすべての目的を達成しようとしてい

るようにみえる。

 ここでは、住民参加との関連を考慮しておもに②

に着目し、諏訪湖の環境保全にかかわる事業等の評

価にそくして検証してみよう。なお、そのさい「諏
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訪湖水質保全計画」に記載されている事業等を参照

し、さしあたり、2006年度に作成された以下の評価

シートを検討材料とする（組織名は評価シート上の

表記にならった）。

ア．流域下水道（箇所名：諏訪湖流域下水道）

イ．河川環境整備（河川浄化）事業（箇所名：諏訪湖）

ウ．河川環境整備事業（河川浄化）

エ．統合河川整備事業（環境系）（箇所名：諏訪湖）

オ．諏訪湖アダプトプログラム推進事業

カ．諏訪湖アダプトプログラム推進事業（諏訪湖事務所）

キ．信州農業再生戦略プロジェクト事業（レス 50実証支

援事業）

ク．環境にやさしい農業生産推進事業

ケ．河川・湖沼・地下水水質保全対策推進事業

コ．浄化槽対策事業

サ．環境教育推進事業

 さて、上記ア～サの評価については、次のことが

指摘できる。

 第一に、この評価システムにおいては、事業担当

部局が評価者として個別事業単位で評価する方法を

採用することを基本にしているから、諏訪湖の環境

保全関連事業のすべてについて評価結果をえること

はできない。この基本どおりに評価されているケ～

サの３事業については、諏訪地域における各事業の

成果は特定できない。

 上記の事業のうち、ア・イ・エは「公共事業評価」

のうち「個別箇所評価」（Ａ2）として実施されたも

ので、各公共事業を個別の事業箇所ごとに評価する

ものである。その他の事業は「事業評価」（Ａ1）あ

るいは「事務事業評価」（Ｂ）として、上記の基本

にもとづいた評価である。すなわち、事業担当部局

が、各事業箇所にわたる評価を一枚の評価シートに

まとめて、公表しているものである。

 なお、ウ「河川環境整備事業（河川浄化）」は事

業評価シートであるが、内容は諏訪湖のそれだけを

扱っているので、様式は異なるものの結果として

「個別箇所評価」（Ａ2）の格好になっている。また、

オとカは、諏訪湖のみを対象とした事業である。

 キ・クが「事務事業評価」（Ｂ）であるにもかか

わらず、諏訪湖の環境保全関連事業の個別評価とい

う格好になっているのは、いずれも諏訪地域６市町

村を管轄区域とする現地機関の事業担当課が評価者

とされているからであって、これらもまた結果とし

て事業箇所ごとの評価シートになっているだけであ

る。

 なお、前述したように、2003年度には「施策評価」

が実施されている。施策評価では、たとえば「水環

境の保全」という施策に関係する担当課長（公害、

廃棄物対策、農村整備、森林保全、下水道、河川）

が評価にかかわっているから、当該施策を異なる部

署が連携して総合的に評価しているようにみえる。

しかし、それでも、これは文字どおり施策ごとに実

施されるものであって、諏訪湖の環境保全にかかわ

るすべての施策について総合評価できる設計には

なっていない。施策評価が個別諏訪湖を対象にした

ものではないことは、いうまでもない。施策評価に

加味されている「県民満足度調査」についても同じ

ことがいえる。

 それはそれとして、ア～クのような評価が、諏訪

湖の環境保全関連事業がどのような成果等をあげて

いるかを知るのに有用であることにかわりはないの

であるが、評価シートが組織別に作成・公表されて

いることに難点がともなってくる。９）すなわち、す

べての評価結果は県の公式ホームページ上に掲載さ

れるのであるが、そこから「諏訪湖水質保全計画」

に記載されている事業等の評価シートを検索するに

あたっては、たとえば、次のような手順とコツが必

要になる。いささか論点からはなれることになる

が、少しくわしく説明しよう。

９）同じことを別のかたちで象徴しているのが、オとカで

ある。両者は、同じ事業について異なる担当部局等（オ

は生活環境部水資源チーム、カは諏訪湖事務所）が実施

した評価であるが、その評価結果には異同がみられる。評

価シートは「事務事業の評価」として４項目（必要性、達

成度、効率性、公平性）を用意し、それぞれＡ～Ｄの４

段階で判定する仕様になっているが、この事業の「効率

性」の項目について、オではＡ（事業の効率性を高める

余地なし）、カではＣ（一部余地あり）という判定結果に

なっている。

 すでに述べたように、長野県の評価システムは

「公共事業評価」と「事務事業評価」との二本立て

て構築されている。そこで、まず「長野県の政策評

価」（http://www.pref.nagano.jp/kikaku/hyouka/

index.htm）からアクセスすることを前提に「公共

事業評価」のページを開くと、そこに前述の「個別

箇所評価」（Ａ 2）、「事後評価」（Ａ 3）、「事業評価」

（Ａ 1）の区分が用意されている。（あくまでも後知

恵によるのであるが）最初に「個別箇所評価」の枠

から検索するのが便利がよいのであるが、この枠に

はこれも前述した「新規箇所評価」（Ａ 2a）と「継

続箇所評価」（Ａ 2b）の区分が用意されている。目

当ての事業が新規事業なのか継続事業なのかは知る

由もないので、それぞれの区分について次のような

作業を繰り返さなければならない。すわなち、そこ

から「新規（継続）箇所評価の結果」に、さらに箇

所を地図で検索できるページに移動する。そこで



-27-

諏訪湖環境評価システムの構築についての覚書

「諏訪」の部分を選択すると、諏訪地域で事業が実

施されかつ当該年度に評価が実施された事業名を文

字どおり縦覧することができる。「諏訪湖水質保全

計画」には正式な事業名が記されていないので、そ

の事業群のなかから見当をつけて該当する事業を選

択していくことになる。

 次に、事前に目当ての事業が完了した事業かどう

かを知らなければ、いちおう「事後評価」のページ

に移動して、該当する事業があるかないかを確認し

なければならない。

 「事業評価」についても、「事業評価」の対象とさ

れている事業がすべて「個別箇所評価」されている

かどうかはわからないので同じである。こちらで

は、評価シートが複数（３つ）の部局別にまとめら

れている。そこで各部局ごとに用意されている「事

業評価総括表」を閲覧し、当該事業を探し当たれる

ことができれば、事業にふられている「番号」をた

よりに本票（評価シート）にたどりつくことができ

る。

 もしくは、「事業評価」では事業部局による区分

とは別に「県営国庫補助」「団体営」「県単独」とい

う区分が用意され、それぞれに５つの事業分野名

（「災害防止」「森林」「交通」「食料」「生活」）が表

示されているから、ここでも見当をつけて事業分野

を選択し、その分野に列挙されている事業名から当

該事業を選択する。こちらも、少なくとも「県営国

庫補助」等の区分の意味がわからなければ、この操

作をもう２区分ぶん、繰り返すことが必要となる。

 以上が「公共事業評価」枠で必要な作業である。

 諏訪湖環境保全関連事業の評価シートは、別建て

の評価系統である「事務事業評価」（ホームページ

上は「政策評価」）の枠にも掲載されている。こち

らのページの設計は基本的に「事業評価」のページ

のそれと同じであるが、全部局名が表示されてい

る。こうなると、「公共事業評価」枠で培ったカン

を頼りに、諏訪湖環境保全事業を担当している部局

を想定して選択（クリック）するほかはない。そう

すると、部局内の各チームごとに列挙されている事

業名を縦覧することができるので、そのなかから該

当する事業を探し当てることができる。こうした作

業を部局ごとに繰り返せばよいだけである。

 しかし、それでも、このような手間と時間をかけ

て探し当てることができたものが「諏訪湖水質保全

計画」に記載されている事業のすべてかどうかは確

認できない。所期の目的を達成するためには、関係

部局等の協力がぜひとも必要になる公表方法になっ

ている。

 ともあれ、ここでは、「諏訪湖水質保全計画」に

対応するかたちで評価システムが設計されてはいな

いこと、諏訪湖の環境保全関連事業に対する評価が

体系化されていないことを確認しておけばよいだろ

う。10）

10）なお、「環境白書」によって、ほぼ「諏訪湖水質保全計

画」に対応した諏訪湖環境保全関連事業を閲覧すること

ができる。しかし、同白書においては、県の環境問題へ

のとりくみを公表することに重点がおかれており、環境

関連統計情報を分析・評価し解説しているわけではない

（長野県「平成 17年版長野県環境白書について」http://
www.pref.nagano.jp/seikan/kankyo/haku17/）。

 (3) ウチワ受けする評価システム

 第二に、全体として、評価にかかわった者でなけ

れば、評価シートから明確なメッセージをよみとる

のは困難である。

 ア・イ・エの公共事業の「個別箇所評価」は、こ

のシートの「箇所評価」欄に記される合計の点数

（「評価の合計」）で判定される。①この欄には評価

基準（「観点」）として「必要性」「重要性」「効率性」

「緊急性」等が設けられ、「観点」ごとに配点がつけ

られている。配点の合計は 100点である。そして、

②各「観点」には２～４つの「評価項目・指標等」

が設けられ、各「観点」の配点がそれらに配分され

る。さらに、③各「評価項目・指標等」には２～３

つの「評価区分」が設けられている。２～３段階（区

分）の評価方法を採用していると理解すればよい。

各段階には評点が決められている。最後に、④この

評点を観点ごとに足し上げ、この小計の点数をあら

かじめ設定されているランクにあてはめる（Ａ～Ｃ

ランク）。また、⑤すべての評点の合計も同じよう

にランクにあてはめ最終評価が定まる。なお、②～

⑤の配点・評点・ランク水準は事業ごとに異なるの

で、それらを知るためには、評価シートとは別に用

意された「評価指標による評価方法」を参照しなけ

ればならない。

 「個別箇所評価」は、多角的かつ精緻な評価方法

を採用していると評価できるであろう。しかし、こ

れの評価シートはそのぶんウチワ受けする様式に

なっているともいえる。たしかに、「評価項目・指

標等」に、考えられうるかぎり客観的な指標等を採

用しようとした努力をみいだすことができる。くわ

えて、この指標等による「評価」にあたっては、実

績、効果等の数値を直接記載する方法ではなく、前

述したように相対評価法（段階評価法）を採用して

いる。ここに「住民に対するアカウンタビリティの

向上」を意識して凝らした工夫をうかがうことはで
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きる。

 しかし、段階の設定方法がどのような基準にもと

づいているのか、評点づけがどのような判断によっ

ているのかについては評価シート等からは明らかで

はないから、外部の者にとっては、評価結果が適切

なのかどうか検証することができない。また、それ

が直截にどのような意味をもつのか理解するのは必

ずしも容易ではない。住民が評価シートからアカウ

ンタビリティにあずかることはむずかしい。おそら

く、担当部局等が評価シートにもとづいて実際に説

明を行ってはじめて責任をはたせることになるので

あろう。長野県の評価システムは担当部局が第一次

に自己評価し、それを政策評価チームが第二次に評

価する内部評価を基本として構築されている。それ

はまた、いま述べた意味でも内部評価といえる。

 「個別箇所評価」をはじめとする「公共事業評価」

は「実施過程の透明性を確保する」ことと、「効果

的かつ効率的な執行を図る」ことを目的にかかげて

いるが、11）前者が行政活動の評価システム導入の動

機のうちの「事務事業の見直し」に、後者が「住民

に対するアカウンタビリティ（説明責任）の向上」

に対応するものとおもわれる。しかし、これまで指

摘した点を重視するならば、この評価がアカウンタ

ビリティを向上させることに寄与しているというの

はむずかしい。そうかといって、「公共事業評価」

（および「事務事業評価」）における相対評価の結果

（たとえば、Ｃランクの評価）が、そのまま「事務

事業の見直し」（予算削減あるいは事業の廃止など）

に直結しているようでもない。この消去法によれ

ば、この評価システムは、もっぱら「職員の意識改

革」に寄与するといえそうである。

1 1）長野県「長野県公共事業評価制度の概要」ht tp : / /
www.pref.nagano.jp/kikaku/hyouka/h18koukyo/h18jigyo/
gaiyou.htm

 (4) アウトカム指標の未開発

 事務事業等の目標・効果をサービスの受け手であ

る住民にとってわかりやすく表示するために採用さ

れるのが、その最終的な効果（アウトカム）のレベ

ルの指標である。たしかに、オ～クの「事務事業評

価」のシート（「事務事業評価・課題分析シート」）

には「成果」（アウトカム指標）が記載されている。

 しかし、このアウトカム指標としているものに第

三の難点がある。一般に、湖水の水質汚濁の状況を

あらわす指標にはＣＯＤ等が使用されてきた。ウの

「河川環境整備事業（河川浄化）」の「事業評価シー

ト」に設けられている「政策目標」にも、個別諏訪

湖の湖水のＣＯＤ等が記載されており、その経年の

推移、達成目標値等が記されている。後述するよう

に、この指標については、さきの中央環境審議会答

申が住民にとってわかりづらいとの指摘があること

に言及している。12）

12）なお、イの「河川環境整備（河川浄化）事業」の「個別

箇所評価」シートにもＣＯＤ等が記載されているが、そ

れは「必要性」の「評価項目・指標等」としてである。

 また、オ～クの評価シートにはアウトカム指標と

して次の指標が設定されている。

・ゴミ回収量（袋）・活動参加団体数（諏訪湖アダプトプ

ログラム推進事業）

・化学肥料（窒素）施用量・農薬散布回数（農薬散布剤

数）（信州産業再生戦略プロジェクト事業）

・環境にやさしい農産物表示認証栽培面積・エコファー

マー数（環境にやさしい農業生産推進事業）

 正確には、これらはアウトカム指標ではなく、活

動実績をあらわすアウトプット指標と呼ぶべきもの

である。もっとも、こうしたことは長野県の評価シ

ステムにだけつきまとう難点ではない。また、環境

保全関連事業についてのみ指摘されることではな

い。このアウトカム指標の開発こそが行政活動の評

価システム構築上、最大の課題といえるものであ

り、事実、各自治体がこれに腐心しているのであ

る。

 アウトカムの測定方法といえば、論理的には住民

の満足度こそ究極の評価基準であるといえる。すで

に紹介したように、長野県では過去２回「県民満足

度調査」を実施している。この課題にとりくんだ痕

跡とみることができる。

 本調査との比較において、この満足度調査が施策

レベルで住民の満足度を測定していること等につい

ては指摘しておいた。また、オ～クの「事務事業評

価」のシートには、この満足度調査の結果が書き込

まれているのであるが、事務事業レベルの評価に施

策レベルの評価の結果を対応させる趣旨は明らかで

はない。かりにそうすることになにがしかの効用が

あるとしても、満足度調査の結果が個別の事務事業

評価にどのように反映されているかは評価シートか

らは明らかではない。

３． 諏訪湖環境評価システムの構築にむけて

 (1) 住民参加型の評価システム

 中央環境審議会は、これまで湖沼の水環境の評価

に使用されてきたＣＯＤ等の指標に加えて、地域住

民にもわかりやすい指標（補助指標）を設けるべき
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こと等を建言している。それは、直接には「評価」

の過程へ住民参加を図るための工夫のひとつであ

る。答申は住民参加型の評価システムの構築を志向

している。

 一般に、参加型評価システムには、次の３つの方

式がある。13）

① 政府機関による内部評価に市民の意見を取り入れ反映

させる方式

② 政府機関とＮＰＯなどとの協働で評価が行われる方式

③ 市民が政府機関から独立して評価を行う方式

13）西尾勝『行政評価の潮流』（財）行政管理研究センター、

2000年、30～ 32頁。

 答申が志向しているのは、②の方式であると考え

られる。諏訪湖の場合、すでに「諏訪湖懇談会」が

設置され活動実績を積み重ねてきているから、なお

適切である。また、答申では、湖沼の水環境の評価

のために新たに設定する補助指標として、透明度

（透視度）、植物プランクトンの指標となるクロロ

フィルa、底層のＤＯ（溶存酸素）、カビ臭物質、生

物指標が例示されている。これらは、いずれも地域

住民の主観に直接・間接にかかわるものであるか

ら、補助指標は「快適環境指標」にきわめて近いも

のになるのであろう。14）

14）環境科学会『都市における快適環境づくりのための指

標の役割』環境創造研究センター、1992年参照。

 水質環境基準など従来の環境評価指標は、機器を

用いて計測した変数だけをもとにしていた。これに

対して、この快適環境指標（環境観察指標）は、こ

れをできるだけ地域住民の五感によってもとらえよ

うとするもので、この住民による観察結果から環境

がどのような状態であるかを計量化し、これと同時

に実施する住民の環境状態についての評価結果と結

びつけて評価関数を導きだそうとするものである。
15）新たな湖沼環境保全制度は、その目標を従来の湖

沼の浄化から、それをもふくむ湖沼の快適環境の創

造へと転換させることになるだろう。

15）原科幸彦・田中充・内藤正明「住民観察にもとづく快

適環境指標の開発」『環境科学会誌』第３巻第２号、1990

年、85～ 89頁。

 新たな指標を採用する評価システムには、次のよ

うなことが期待できる。

 (2) 行政の総合性

 長野県の評価システムにおいて事務事業評価が組

織別に実施されていることはすでに指摘しておい

た。また、政策評価チームによる二次評価も一次評

価を評価しているにとどまっている。施策評価は複

数の施策を総合的に評価できる設計になっていない

ことも述べておいた。

 長野県の評価システムは、上記のような設計に

なっているから、たとえば、別個に「諏訪湖水質保

全計画」の評価システムを構築する内発性を期待す

ることはできない。②の参加型の評価システムは住

民等との協働によって作動するが、この住民等との

協働こそが、行政にこの評価システムへの対応を促

す起動因となる。すでに述べたように、「諏訪湖懇

談会」の事務局は長野県の現地機関（諏訪地方事務

所）に設置されている。その意味では、そこにある

種の協働をみいだすことができるのであるから、協

働の内容に評価を加えるようはたらきかければよい

だけである。

 かりに、快適環境指標を採用した場合、評価シス

テムはおのずと評価対象を拡大することになる。こ

の快適環境指標にもとづくシステムでは、水質等の

「保健」にくわえて「安全」「利便」「快適」「個性（文

化）」が快適環境を構成する要素として設定される

から、（さきの例をふたたび用いれば）「諏訪湖水質

保全計画」以上に関係部局間の連絡調整、すわなち

総合行政が必要とされる。いずれにせよ、協働する

相手にせきららな縦割り行政の姿をさらすことはで

きない。

 (3) アカウンタビリティ

 さきに、長野県の評価システムは、ウチワ受けす

るシステムであると形容した。これに対して、新し

い指標は住民の五感にもとづくものであるから、こ

の評価システムが住民に開いたシステムとなること

に説明は不要であろう。

 一方、評価システムが開放性を確保することに

よって、ようやくその評価は本来の機能をもつこと

になる。長野県の現行評価システムは、結果とし

て、住民に対するアカウンタビリティの向上に十分

に寄与していない。現代におけるアカウンタビリ

ティが、「行政機関が自己の遂行する政策・施策・事

業についてその背景・意図・方法とその成果などを

広く国民一般に対して明らかにし、その理解を求め

る責任」16）であるとするならば、現行評価システム

によって住民の理解を得ることは決して容易ではな

い。評価は情報の共有化を進め、公共の議論を促

し、理解を深めるためのツールであることに鑑みて

も、17）現行の評価システムはきわめて不十分なコ

ミュニケーション・ツールである。主観的な評価を
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とりいれる新たな評価システムは、評価のコミュニ

ケーション・ツール化を促進することが期待でき

る。

16）西尾勝『行政学〔新版〕』有斐閣、2001年、401～ 402

頁。

17）西尾・前掲『行政評価の潮流』30～ 32頁。

 (4) 指標

 もうひとつは、すでに指摘したように長野県の評

価システムは、まだアウトカム指標の開発に十分に

成功していない。住民の満足度こそ究極の評価基準

であるといえるならば、論理的には、快適環境指標

はアウトカム指標の別称であるということになる。

くわえて、水質環境基準など従来の環境評価指標で

はみえない事業効果をこれによってとらえることが

できれば、それは行政活動の評価システムの向上に

も寄与することになるだろうし、また当該事業の担

当部局の士気を向上させることにつながるだろう。

 おわりに

 新たに開発される住民にわかりやすい指標は、住

民が評価者として使用するものであるから、いずれ

の段階からにせよ開発過程に住民が参加・参画する

ことが必要であろう。少なくとも、専門家等が考案

したものを、ただ住民にあてがうだけですますとい

うやり方は回避すべきである。住民に関与させずに

開発した「住民にわかりやすい指標」は、ある意味、

論理矛盾に陥った指標である。なによりも、その実

用過程（評価過程）において、住民のモチベーショ

ンを損なうことが予想される。

 また、これがもっとも重要なことであると考える

が、指標の使用者に、この指標による評価、すなわ

ち主観的な評価の意味と限界を明確に理解してもら

うためにも、指標開発への住民参加は欠くことがで

きない。たとえば、本調査では諏訪湖の水質改善の

評価基準を住民にたずね（Ｑ12「あなたは、次のど

の項目で諏訪湖の水質が改善されたと評価します

か。」）、そこで、評価基準のひとつとして「魚が増

えること」という項目を設けている。通常、「魚が

増えること」は水質改善の成果のひとつに観念され

がちであるが、それはむしろ水質の汚濁によっても

たらされる現象でもあるといわれている。

 さらに、指標の使用者が、評価の手続きを十分に

理解していることが、この指標を用いた評価の科学

性・有効性にとって、きわめて重要な要件である。

 ところで、諏訪湖の環境保全をめぐっては、じつ

にさまざまな利害関係者が存在するから、指標の開

発過程にはたんに一般住民だけでなく、それ以外の

関係者（特定の「住民」）の参加も必要である。

 そのことを一般的なかたちで述べると、諏訪湖は

住民等の生活における「消費」の場であるとともに

「生産」の場でもあるから、「消費」の側面を重視す

る人々と「生産」の側面を重視する人々の間で利害

が相反することも考えられる。一般に快適環境指標

は、環境の「保健」「安全」「利便」「快適」「個性（文

化）」という側面に着目して設定されるが、これら

はいま指摘した「消費」にかかわる要素である。

 ふたたび本調査の質問項目を例にとれば、さきの

水質改善の評価基準の項目「水草帯が拡大するこ

と」（Ｑ 12）は、たしかに水質改善の徴候であり方

法でもあるが、それは漁業関係者には必ずしも歓迎

されない状態である。つまり、特定の評価基準項目

の向上が、他の利害関係者に不利益をもたらす場合

もあるということである。こうした利害関係の調整

を避けて、諏訪湖の環境保全を推進することは決し

て容易ではない。

 しかし、逆にいえば、快適環境指標を用いた評価

システムは、こうした利害調整、合意形成のための

ツールとしても活用することができる。このこと

は、中央環境審議会答申が意図するところでもあ

る。まずは、指標づくりの工程が、（一般住民をふ

くむ）あらゆる利害関係者間で、どのような指標を

採用するかについて合意を形成する場となるだろ

う。

 この指標による評価は行政活動の評価にもかかわ

ることになるから、行政がこれに加わることはいう

までもない。評価における協働は、そのシステム構

築における協働をもふくむのである。




